
令和５年度三川町老朽危険空き家等解体促進補助事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、町内の景観及び安全で安心な住環境の確保を図るために、町内に存する

空き家等の解体を行う者に対して、予算の範囲内で補助金を交付することについて、三川町

補助金等の適正化に関する規則（昭和３８年規則第４号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定める。 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 空き家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以

下「空家対策法」という。）第２条第１項に規定するものをいう。 

（２） 老朽危険空き家等 当該空き家等の主たる建築物が住宅（専用住宅及び併用住宅を

いう。）であり、当該住宅について住宅の不良度の判定基準（別表）による評点の合計が 

１００点以上であるものをいう。ただし、故意に破壊等させた空き家等は除く。 

（３） 所有者等 次のいずれかに該当する者（個人に限る。）をいう。 

イ 老朽危険空き家等の所有者 

   ロ 老朽危険空き家等の所在する土地（以下「所在地」という。）の所有者 

ハ イ又はロに該当する者（法定相続人含む。）の同意を得て、この要綱に定める補助金

交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）を行う者  

（４） 権利関係者等 前号に規定する者のほかに法定相続人等の当該老朽危険空き家等及

び所在地に何らかの権利を有する者 

（５） 解体事業者等 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく業種（土木工事業、

建築工事業、解体工事業のいずれか）の許可又は建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律（平成１２年法律第１０４号）に基づく山形県知事による登録を受けた事業者（山

形県内に本店を有する者）をいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号の

要件をすべて満たす者とする。 

（１） 当該老朽危険空き家等の所有者等について、前条第３号イに該当する者であること。 

（２） 全ての権利関係者等の同意を得ていること。 

（３） 交付対象者及びその者と同一世帯に属する者並びに権利関係者等（個人に限る。）に

この補助金を受けた者がいないこと。 

（４） 交付対象者及びその者と同一世帯に属する者全員が、市区町村が課税した地方税に

滞納がないこと。 

（５） 主たる生計維持者の年間収入金額及び同一世帯全員の年間収入合計額等が、別に定

める基準に該当する者であること。 

（補助金の交付対象空き家等）  

第４条 この補助事業の対象となる老朽危険空き家等は、次の各号の要件をすべて満たすもの

とする。 

（１） 本町の区域内に存していること。 

（２） 木造又は鉄骨造であるもの  

（３） 当該建築物の過半が住宅として使用されていたものであるもの   

（４） 周囲に悪影響を及ぼしている又は及ぼすおそれがあるもの   



（５） 当該老朽危険空き家等に所有権以外の権利が設定されていないこと又は当該所有権

以外の権利が放棄されていること。 

（６） 当該老朽危険空き家等について、国、地方公共団体等による他の補助金等の交付を

受けていないこと。 

（補助対象工事費等） 

第５条 この補助事業の対象となる工事費等は、別に定める工事費等とする。 

２ 前項に掲げる工事等は、解体事業者等に請け負わせるものとする。 

（補助金の交付） 

第６条 町長は、第３条に定める交付対象者のうち、必要と認めた者に対して予算の範囲内に

おいて補助金を交付することができる。 

２ 補助金交付額は、別に定めるものとする。 

（補助金交付申請及び申請書受付期間） 

第７条 交付対象者は、三川町老朽危険空き家等解体促進補助金交付申請書（要綱様式１）に

別に定める関係書類を添えて、町長に補助金交付の申請をするものとする。 

２ 申請書の受付期間は、令和５年４月３日から令和６年１月３１日とし、三川町役場の開庁

時間内に受け付けるものとする。 

（補助金交付の決定） 

第８条 町長は、前条に規定する申請を受理したときは、規則第６条の規定により当該申請内

容の審査等を行った上で決定し、三川町老朽危険空き家等解体促進補助金交付決定通知書（要

綱様式２）又は三川町老朽危険空き家等解体促進補助金を交付しない旨の通知書（要綱様式

３）により、前条に規定する申請を行った者（以下「交付申請者」という。）に通知するもの

とする。 

２ 町長は、前項の決定の際に必要と判断したときは、規則第７条の規定により条件を付する

ことができる。 

（補助金交付申請の取下げ） 

第９条 交付申請者は、申請を取り下げようとするときは、三川町老朽危険空き家等解体促進

補助金交付申請取下届（要綱様式４）により、速やかに町長にその旨を届け出なければなら

ない。 

（契約の締結） 

第１０条 交付申請者による当該補助事業に係る解体工事等の請負契約の締結は、第８条に規

定する補助金交付の決定後でなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１１条 町長は、第８条により補助金交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。） 

が規則第１７条又は次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金交付の決定の一

部又は全部を取り消すことができる。 

（１） 第９条に規定する補助金交付申請の取下げがあった場合 

（２） 虚偽その他不正な手段により補助金交付の決定を受けたとき 

２ 町長は、前項の規定に基づく取り消しを行うときは、三川町老朽危険空き家等解体促進補

助金交付決定取消通知書（要綱様式５）により、交付決定者に通知しなければならない。 

３ 前項の規定により補助金交付の決定を取り消した場合に生じた損害については、町は一切

の賠償の責めを負わないものとする。 

（交付決定を受けた補助事業の変更） 

第１２条 交付決定者は、交付決定を受けた補助事業の内容を変更するときは、三川町老朽危



険空き家等解体促進補助金変更交付申請書（要綱様式６）に別に定める関係書類を添えて、

速やかに町長に申請しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、当該申請内容の審査等を行った上で、その適否を判

断し、三川町老朽危険空き家等解体促進補助金変更交付決定通知書（要綱様式７）により交

付決定者に通知しなければならない。 

（実績報告） 

第１３条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、三川町老朽危険空き家等解体促進事業

完了実績報告書（要綱様式８）に別に定める関係書類を添えて、速やかに町長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前項に規定する完了実績報告書の提出は、補助金交付決定日の属する年度の２月２０日ま

でに行うものとする。 

（補助金交付額の確定） 

第１４条 町長は、前条の報告があった場合において、規則第１５条の規定による審査等によ

り、補助金交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補

助金交付額を確定し、三川町老朽危険空き家等解体促進補助金交付額確定通知書（要綱様式

９）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１５条 前条により補助金交付額の確定を受けた交付決定者は、補助金交付額の確定後、三

川町老朽危険空き家等解体促進補助金交付請求書（要綱様式１０）により、速やかに町長に

補助金の交付を請求しなければならない。 

２ 町長は、前項の補助金交付の請求があったときは、交付決定者に対し補助金を交付するも

のとする。 

（事務の代行） 

第１６条 交付申請者は、第７条及び第９条に規定する手続きを第三者に代行させることがで

きる。 

２ 交付決定者は、第１２条及び第１３条に規定する手続きを第三者に代行させることができ

る。 

３ 交付申請者及び交付決定者は、前各項の規定に基づき当該手続きを代行させる場合、補助

金申請等事務代行届（要綱様式１１）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第１７条 町長は、規則第１８条の規定に基づく補助金の返還は、三川町老朽危険空き家等解

体促進補助金返還命令書（要綱様式１２）により、期限を定めて返還を命じるものとする。 

（関係法令の遵守等） 

第１８条 交付決定者及び解体事業者等は、当該補助事業を実施するに当たり、関係法令等を

遵守しなければならない。 

２ 前項の規定は、当該補助事業が完了した後においても同様とする。 

（調査等への協力） 

第１９条 交付決定者は、この要綱による補助金の執行等に関し、町長が必要な調査等を行う

場合には、これに協力しなければならない。 

２ 町長は、前項の協力が得られないと認めたときは、第１１条第１項第２号の規定に該当す

るものとみなし、補助金の交付決定を取り消すことができる。 

（秘密の保持） 

第２０条 この要綱に係る業務に就く者は、業務によって知り得た情報について正当な理由が



ない限り、これを漏らしてはならない。 

（委任） 

第２１条 この要綱に定めのない事項については、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


